


【本事業の背景・目的】

・ 我が国の農林水産物・食品の市場動向をめぐっては、人口減少により国内の食品市場規模は縮小す
る一方、世界の食料需要は人口増加や経済成長に伴い、2030年には1,360兆円に増加する見込みと
なっている。こうした背景から、政府においては輸出拡大実行戦略をとりまとめ、2030年までに農
林水産物・食品の輸出額５兆円を目標として掲げている。

・ 令和５年８月のALPS処理水の海洋放出以降、中国をはじめ特定国による日本産水産物に対する輸入
停止措置等により、ホタテ等の水産物の輸出が困難になった。中国への輸出が大部分を占めていた
殻付きホタテ（冷凍両貝）が行き場を失ったのに加えて、他の魚種についても一部は販売経路を失
う状況となった。

・ ホタテについては、国内の水産加工現場における人手不足を背景に、殻剥きができないホタテをそ
のまま冷凍する「冷凍両貝」の形で中国に輸出するケースが増えていた。冷凍両貝による輸出は、
輸出金額の増加には寄与していたものの、ホタテ関連産業全体の付加価値向上には寄与しにくく、
国内水産業の事業基盤弱体化の一因となるおそれがある。

・ 上記を踏まえると、輸入停止措置等への対応策としては、国内での水産物の消費拡大に加えて、
中・長期的には①中国以外の他国・他地域（北米、欧州等）への新たな商流の構築、②自動加工機
械等の導入による生産性向上や人手の平準化等による加工基盤の強化が必要になると考えられる。

・ 本事業では、特定国による輸入停止措置等を国内水産業のサプライチェーン全体の構造変革を行う
機会と捉え、（１）地域商社と連携した新たな商流構築（輸出先の転換）にかかる調査、（２）国
内の加工基盤強化に向けた機器・設備導入ニーズや、新たな加工機械の開発可能性、人手の確保・
平準化方策、冷凍庫の保管状況・保管能力にかかる調査を実施することで、国外における新たな需
要先の開拓と国内の加工基盤強化を通じたサプライチェーンの強靱化により、国内水産物の輸出拡
大及び国内水産業の持続的な発展に繋げることを目的としている。
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